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下水道事業における処理区域の見直しに伴う浄化槽への転換

公営企業の持続可能な経営の確保に向けた先進・優良事例集
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◆背景

• 佐賀市は平成17年度、19年度と2度にわたる合併を経ており、合併後の下水道に係
る整備構想は、合併前の旧市町村単位で制定されたものを引き継いでいた。

• しかし、旧市町村ごとに区域の設定や地域特性の考え方が統一されたものではなく、
また、合併後に着手予定であった市街地周辺部での整備が進まず、早期概成が困難
なため、新たな整備手法の検討が必要であった。

• 加えて少子高齢化等社会情勢の変化に対応する必要があった。

◆具体的内容

• 合併前の旧市町村の整備構想に盛り込まれていた下水道施設について、処理区域の
見直しを行い、公共下水道の処理場を削減（5施設→4施設）するとともに、農業集
落排水の処理場を削減（27施設→15施設）した。

• 処理場を削減した地域において、削減分を低コストで整備可能な浄化槽に転換した。

◆効果

• 処理施設の削減により、建設改良費及び維持管理費を削減した（建設改良費▲約
248億円、維持管理費▲約2.8億円/年）。

• 平成18年度 エリアマップ策定の事務に着手

• 平成19年度 計5回の検討会議を開催

• 平成20年度 パブリックコメントを実施

• 平成21年度 エリアマップ基本構想を決定
• コスト効率の観点から、処理区域の見直しにより処理場を削減した際に他の処理場

へ管路を延長して接続させるのではなく、より低コストな浄化槽化を選択した。

• 市全体を2つに分け、全体説明会を2か所で開催すると同時に、集合処理区域から個
別処理区域に変更する地区については、別途、地区単位での説明会を開催した。さ
らに、地区単位の説明会で自治会単位での説明会開催の要望があった自治会につい
ては、後日自治会単位での説明会を開始し、住民の理解に努めた。

• 見直しを検討するに当たり、「佐賀市下水道等整備計画検討会議」を設置し、外部
有識者、事業関係者及び市民等から委員を選出することで、専門的な見地や地域に
密着した意見を反映させた。

【佐賀県佐賀市】
下水道事業における処理区域の見直しに伴う浄化槽への転換

佐賀県佐賀市上下水道局下水ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進部下水道企画室

• 行政区域内人口 230,144人（令和4年1月1日時点）
• 行政区域内面積 431.82km2（令和4年1月1日時点）
• 処理区域内人口 207,070人（令和3年度決算）

広域化等

処理区域の見直し結果

●公営企業情報

●取組のスケジュール

下水道事業

●取組の概要

●取組のポイント

汚水処理整備構想の見直しを行い、集合処理区域から個別処理区域への転換を図り、
当該処理区域において、下水処理施設から浄化槽への転換を行った。

◆総事業費 浄化槽設置費用：35億円

処理区域（単位：ha）
（全体計画）

終末処理場・処理施設
（単位：施設）

旧計画 新計画 増減 旧計画 新計画 増減

公共
下水道

4,7911 4,7761 ▲151 51 41 ▲１1

農業集落
排水 7901 3581 ▲4321 271 151 ▲121

浄化槽 37,5611 38,0081 +4471 －1 －1 －1

●今後の展望
• 汚水管渠の面整備が概成したものの、人口減少によ

る収入減が課題であり、これに対応するため、施設
統廃合により更なる効率化を目指す。

• 今後、維持管理費が増加することを踏まえ、適正な
使用料の単価設定・改定について検討する。
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